


は じ め に

最近の経済情勢は、長期の景気低迷、金融破錠並びに失業者の増大による雇用不安など

大変厳しい環境下にあります。

また、消費者を取り巻く状況も、政府による規制緩和の推進、流通の広域化・国際化、

インターネット取引の普及、ライフスタイルの多様化などにより、急激に変化しておりま

す。

このような時代を反映して、市民の平穏な生活を直接侵害する悪質商法等は依然として

後を絶たず急増しており、更に悪質化、巧妙化、広域化する傾向にあります。

これに対する、法整備や業者規制等の行政の対策には限界があり、消費者は自己の利益

の確保・防衛のためには、従来の行政によって守られる「弱者」という立場から転換し、

自立した主体としての積極的な行動と、さらにはその結果について責任を負うという、い

わゆる「自己責任」の自覚を持つ必要があります。

生活・交通安全課では、今後とも消費者被害の救済・予防に努めるとともに、消費者の

自立を支援するため、消費者啓発により一層力を注いで行きたいと考えております。

この冊子は、生活・交通安全課が平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までに

取り扱った、消費生活苦情相談のあらましをまとめたものです。

各種の統計や苦情相談の事例を掲載しましたので、「自立した消費者」、「賢い消費者」

になるための情報源として、ご利用いただければ幸いです。

平成１５年８月

八 戸 市 市 民 生 活 部

生 活 ・ 交 通 安 全 課
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Ⅰ 生活・交通安全課の苦情処理体制



１ 生活・交通安全課の役割

消 費 生 活 に お い て 、 事 業 者 と 消 費 者 の 間 の 取 り 引 き に 関 し て 生 じ た ト ラ ブ ル は 、 当 事

者 ど う し が 直 接 話 し 合 っ て 解 決 す る の が 望 ま し い こ と で す 。

し か し 、 実 際 に は 、 お 互 い の 話 し 合 い で 解 決 が つ か な い と か 、 法 律 的 な こ と が 判 ら な

い な ど の 理 由 で 、 あ き ら め て し ま う こ と が 多 い と 思 わ れ ま す 。

こ の た め 、 生 活 ・ 交 通 安 全 課 は 、 消 費 者 の 安 全 と 利 益 を 守 る た め の 相 談 窓 口 と し て 、

商 品 や サ ー ビ ス な ど 消 費 生 活 全 般 に 関 す る 苦 情 や 問 い 合 わ せ な ど の 処 理 を 、 公 正 な 立 場

で 行 っ て い ま す 。

２ 八戸市消費生活苦情処理体制機構図

経 済 産 業 省 商 務 情 報 局 消 費 経 済 対 策 課

国 内 閣 府 国 民 生 活 局 消 費 者 調 整 課

国 民 生 活 セ ン タ ー

青 森 県 環 境 生 活 部 文 化 ・ ス ポ ー ツ 振 興 課
県

青 森 県 消 費 生 活 セ ン タ ー

市 八 戸 市 市 民 生 活 部 生 活 ・ 交 通 安 全 課

調 査 苦 情
事 業 者 消 費 生 活 苦 情 相 談 員 消 費 者

回 答 回 答

照 会 ・ 依 頼 回 答

注 意 ・ 改 善

公 正 取 引 委 員 会
関 係 機 関

保 健 所 等

－１－



３ 苦情処理窓口開設場所及び開設日

開設場所 八戸市庁別館５階生活・交通安全課

開 設 日 毎週月曜日～金曜日（ただし、祝日、年末年始は休み）

開設時間 午前９時～午後４時

４ 苦情受付の範囲

消費生活における事業者と消費者の間に生じた安全・衛生・品質・機能・価格・料金

計量・量目・表示・広告・販売方法・契約（解約）等に関する苦情の相談に応じる。

５ 苦情処理の斡旋と相談に対する回答

窓口で受け付けた相談は、単に相手方に苦情を取り次ぐだけでなく、解決に必要な情

報等を提供し、その苦情が解決されるようにする。

受け付けた苦情は、その場で回答を与えることが望ましいが、それが困難な場合は関

係方面に照会のうえ回答する。

６ 消 費 生 活 相 談 員

消費生活にかかわる相談及び苦情の処理に必要な専門知識を有する、消費生活相談員

を２名配置し、指導及び助言を行っている。

－２－
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55

24

45

14

125

143
157

68

87

61

104

55

90

35

71

214

相談者年代別・性別

相談者の性別内訳は、男性４７６件（３６．８％）、女性８１６件（６３．２％）
（不明・団体１７５件）であった。
前 年 度 と 比 較 す る と 、 全 て の 年 齢 層 で 増 加 し た が 、 特 に ２ ０ 代 未 満

（１０件２５０．０％増）と６０代（５８件５５．８％増）が激増した。

相談者年代別・性別件数

人数
男性

女性

20代未満 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上

※ 不明・団体（性別、年代いずれか不明も含む）１７５件は除いています

当事者年代別・性別

当事者の性別内訳は、男性６２１件（４８．９％）、女性６４８件（５１．１％）
（不明・団体１９８件）であった。
年代別では２０代と３０代の合計６３９件で全体の５０．４％を占めた。
前年度と比較すると、４０代のみ２件（０．３％）微減したが、２０代未満

（３２件１１８．５％増）と６０代（６３件７６．８％増）が激増した。

当事者年代別・性別件数

人数
男性

女性

20代未満 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上

※ 不明・団体（性別、年代いずれか不明も含む）１９８件は除いています

－４－



0 1 0 0 2 0 0 3 0 0 4 0 0 5 0 0 6 0 0 7 0 0 8 0 0

給 与 生 活 者

自 営 ・ 自 由 業

家 事 従 事 者

そ の 他 ・ 不 明

団 体

学 生

無 職

6 4 3

2 6 1

6 1

3 9

1 3

1 4 5

3 0 5

件 数

当事者職業別

給与生活者が全体の４３．８％を占め、家事従事者の２０．８％、無職の
１７．８％と続く。
前年度と比較すると、家事従事者の１０６件（５３．３％）の増加と、

学生の２８件（８４．８％）の増加が著しい。
なお、自営・自由業は１９件（３２．８％）減少した。

相談者市町村別 当事者市町村別

市町村名 件 数 市町村名 件 数

１ 八 戸 市 １３７４ １ 八 戸 市 １３１１

２ 三 沢 市 １２ ２ 三 沢 市 ９

３ 五 戸 町 ９ ３ 五 戸 町 ７

４ 階 上 町 ８ ４ 百 石 町 ６

５ 十 和 田 市 ７ ５ 階 上 町 ５

６ 百 石 町 ６ ６ 十 和 田 市 ４

７ 福 地 村 ５ ７ 田 子 町 ４

８ 名 川 町 ４ ８ 福 地 村 ４

９ 県内・その他 ２１ ９ 県内・その他 ３１

１０ 県 外 １５ １０ 県 外 ４２

１１ 不 明 ６ １１ 不 明 ４４

合 計 １４６７ 合 計 １４６７

当事者職業別件数

－５－



処理結果

契約・購入金額

件 数 構成比（％）

１ 万 円 未 満 ４５ ３．１

５ 万 円 未 満 ２０８ １４．２

１ ０ 万 円 未 満 ４８ ３．３
契

５ ０ 万 円 未 満 １６４ １１．２
約

１００万円未満 ７８ ５．３
・

５００万円未満 ４５ ３．１
購

１ 千 万 円 未 満 ３ ０．２
入

５ 千 万 円 未 満 ２ ０．１
金

不 明 ８７４ ５９．５
額

合 計 １，４６７ １００．０

合計金額（円） ２７０，０８２，４６４

平均金額（円） ４５５，４５１

既支払 合計金額（円） ２８，７１９，２３４

金 額 平均金額（円） ７１，７９８

件 数 構成比（％）

他 機 関 紹 介 １８ １．３

助 言 １，３０２ ９０．４

処 その他情報提供 １０ ０．７

理 斡 旋 解 決 ８０ ５．６

結 斡 旋 不 調 ２ ０．１

果 斡 旋 不 能 ３ ０．２

処 理 不 要 ２５ １．７

合 計 １，４４０ １００．０

処 理 即 日 処 理 １，３８６ ９６．３

期 間 継 続 処 理 ５４ ３．７

※ 処理継続中２７件を除く
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品

質
・
機

能

役

務

品

質

３ 相談内容

商 品 ・ 役 務 別
（単位：件）

内 容 別 相 談 件 数
内 容 別 受

う 安 法 価 計 表 販 契 接 包 施 買 生 そ
付 ち

苦 全 規 格 量 示 売 約 客 装 設 物 活
件 情 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ の 計

件 衛 基 料 量 広 方 解 対 容 設 相 知
商品・役務別 数 数 約

生 準 金 目 告 法 応 器 備 談 識 他

Ａ．商 品 一 般 31 ( 29) 1 1 21 11 1 35

Ｂ．食 料 品 32 ( 25) 5 8 1 3 4 11 19 3 4 58

Ｃ．住 居 品 80 ( 70) 1 9 19 1 58 59 3 1 151

Ｄ．光 熱 水 品 2 ( 2) 1 1 1 3

Ｅ．被 服 品 39 ( 35) 3 5 2 24 36 4 74

Ｆ．保 健 衛 生 品 70 ( 63) 3 6 11 51 52 3 126

Ｇ．教 養 娯 楽 品 126 ( 117) 2 18 6 103 87 3 219

Ｈ．車 両 ・ 乗 り 物 24 ( 21) 3 4 1 6 22 1 1 38

Ｉ．土地・建物・設備 15 ( 14) 1 2 2 5 9 2 1 22

Ｊ．他 の 商 品 3 ( 3) 3 3

商 品 計 422 ( 379) 14 34 1 60 15 279 298 21 1 6 729

Ｋ．ク リ ー ニ ン グ 11 ( 11) 8 1 7 5 21

Ｌ．ﾚﾝﾀﾙ・ﾘｰｽ・貸借 31 ( 24) 4 12 5 29 4 1 55

Ｍ．工事・建築・加工 42 ( 39) 1 13 13 14 32 6 79

Ｎ．修 理 ・ 補 修 17 ( 16) 1 8 12 13 1 35

Ｏ．管 理 ・ 保 管

Ｐ．役 務 一 般 19 ( 18) 14 11 25

Ｑ．金融・保険 ｻｰビｽ 428 ( 386) 1 43 51 1 49 41 387 3 1 9 586

Ｒ．運輸・通信 ｻｰビｽ 273 ( 268) 46 7 39 258 2 352

Ｓ．教 育 サ ー ビ ス 5 ( 5) 1 2 4 7

Ｔ．教養娯楽サービス 63 ( 60) 1 11 11 51 32 2 1 1 110

Ｕ．保健・福祉 ｻｰビｽ 28 ( 16) 1 1 5 2 16 9 6 40

Ｖ．他 の 役 務 9 ( 8) 1 5 5 1 12

Ｗ．内職・副業・相場一般 71 ( 67) 1 10 20 56 47 2 1 1 138

Ｘ．他の行政サービス 4 ( 0) 4 4

役 務 計 1,001 ( 918) 2 29 44 157 1 90 256 834 26 3 22 1464

Ｚ．他 の 相 談 44 ( 16)

合 計 1,467 (1,313) 16 63 45 217 1 105 535 1132 47 3 1 28 2193

※ 内 容 別 相 談 件 数 は 重 複 件 数
－７－



商 品 計

４２２件

車両・乗り物

土地・建物・設備
１ ５ 件 (3.5％)

他 の商品
3 件 (0.7％)

光 熱水品
2 件(0.5％)

教養・娯楽品
１２６件

(29.9％)

住 居 品

(19.0％)

８ ０ 件

３ ９ 件

(9.2％)

(16.6％)

保健衛生品

７ ０ 件

被 服 品

商品一般

(7.3％)
３ １ 件

食 料 品

３ ２ 件

(7.6％)

２４件 (5.7％)

役 務 計 サービス

(42.7％)

４ ２ ８ 件

２７ ３ 件

サービス

運輸・通信

１，００１件

(27.3％)

サ ー ビ ス
(6.3％)６ ３ 件

教養・娯楽

４２件(4.2％)

工事・建築・加工

レンタル・リース・賃借

３１件(3.1％ )

２８件(2.8％) ６５件(6.5％)
保険・福祉サービス

金融・保険

７１件(7.1％)７１件(7.1％)
相 場 一 般
内職・副業・

そ の 他

① 商品別

商品の相談の合計は、４２２件

で、前年度と比較すると、２１件

（４．７％）減少した。

前年度との比較では、車両・乗

り物が１７件（４１．５％）減少

した他は、特に目立って件数に変

動があったものはなく、全体的に

ほぼ横ばいという状況であった。

② 役務別

平成１４年度の役務の合計は、

１，００１件で前年度と比較する

と、３６３件（５６．９％）増加

した。

特にインターネットや携帯電話

の普及による、運輸・通信サービ

スが１５１件（１２３．８％）増

加と、ヤミ金融や多重債務に関連

する金融・保険サービスが１３７

件（４７．１％）の増加が顕著に

表れた。

商品別件数

役務別件数
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0 5 0 0 1 , 0 0 0

安 全 ・ 衛 生

品 質 ・ 機 能

法 規 ・ 基 準

価 格 ・ 料 金

計 量 量 目・

表 示 ・ 広 告

販 売 方 法

契 約 （解 約）

接 客 ・ 対 応

包 装 ・ 容 器

施 設 ・ 設 備

買 物 相 談

生 活 知 識

そ の 他

役 務 品 質

③ 内容別

相談の受付件数は１，４６７件であるが、内容別の相談件数をみると、分類項目

の重複があるため２，１９３件となった。

前年度（１，８６０件）と比較すると、３３３件（１７．９％）増加した。

分類別では「契約・解約」に関する相談が全体の半分以上（５１．６％）を占め

ており、前年度からの増加件数でも２７２件と突出した。

内容別件数
（注）複数件数

2,193件＝100%

16件(0.7%)

63件(2.9%)

45件(2.0%)

217件(9.9%)

1件(0.1%)

105件(4.8%)

535件(24.4%)

1,132件
(51.6%)

47件(2.1%)

0件(0.0%)

0件(0.0%)

3件(0.1%)

1件(0.1%)

28件(1.3%)

件
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販売購入形態別

販売形態別の相談状況をみると、特殊販売（店舗購入以外）の割合が年々上昇していて、平

成１４年度では６４．２％に達した。

前年度と比較すると、特殊販売が３３０件（５３．９％）増加し、全体の件数の増加分のほ

とんどを特殊販売が押し上げた形となった。

販売購入形態別件数

年 度
平 成 １ ４ 年 度 平 成 １ ３ 年 度

販 売 形 態

店 舗 購 入 ３４２（ ２３．３） ３１５（ ２８．３）

特殊販売（店舗購入以外） ９４２（ ６４．２） ６１２（ ５４．９）

特 訪 問 販 売 ２０９（ １４．２） １５２（ １３．６）

殊 通 信 販 売 ４９６（ ３３．８） ２２３（ ２０．０）

販 マルチ・マルチまがい商法 ３６（ ２．５） ５１（ ４．６）

売 電 話 勧 誘 販 売 １８５（ １２．６） １６６（ １４．９）

内 ネガティブ・オプション ５（ ０．３） １２（ １．１）

訳 そ の 他 無 店 舗 販 売 １１（ ０．８） ８（ ０．７）

不 明 ・ 無 関 係 １８３（ １２．５） １８７（ １６．８）

合 計 １，４６７（１００．０） １，１１４（１００．０）

① 訪問販売

訪問販売に関する相談件数は２０９件で、前年度と比較すると５７件（３７．５％）増加

した。

増加の原因としては、特に新しい商品や販売方法が発生したという状況はみられず、ふと

んや温熱治療器の訪問販売といった従来からの形態が、まんべんなく増加した。

件数 訪問販売の商品分類別件数（上位１０分類）

家 医 学 工 修 衛 掃 食 医 商
事 生 器 品

具 療 習 ・ 理 サ 除 ・ 薬 相
・ 建 ・ 台 場
寝 用 教 築 補 ビ 用 所 品 ・

・ ス 用 金
具 具 材 加 修 具 品 商

工 法
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② 通信販売

通信販売に関する相談件数は４９６件で、特殊販売全体の５２．７％を占めた。

前年度と比較すると２７３件（１２２．４％）の大幅な増加となった。

増加の要因としては、インターネットや携帯電話の普及が背景にあり、具体的事例として

携帯電話に対する架空請求（利用した覚えのない、有料情報料、ツーショットダイヤル、ダ

イヤルＱ２請求）に関する相談が大半を占めた。

③ マルチ・マルチまがい商法

マルチ・マルチまがい商法に関する相談件数は３６件で、前年度と比較すると、１５件

（２９．４％）減少した。

過去５年間の状況をみると年々確実に増加傾向を示してたが、初めて減少に転じた。

件数 通信販売の商品分類別件数（上位１０分類）

他 融 内 電 他 商 他 他 役 健
の 資 の の の
運 サ 職 報 教 品 金 保 務 康
輸 ・ ・ 養サ 融サ 健
・ ビ 副 電 ・ 一 関 ・ 一 食
通 ス 娯ビ 連ビ 福
信 業 話 楽ス 般 ス 祉 般 品

件数 マルチ・マルチまがい商法の商品分類別件数（上位９分類）

化 健 医 理 音 洋 食 家 融
美 響 生 資

粧 康 療 容 ・ 装 活 具 サ
器 映 機 ・

品 食 用 具 像 下 器 寝 ビ
・ 製 ス

品 具 用 品 着 具
品

－１１－
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④ 電話勧誘販売

電話勧誘販売に関する相談件数は１８５件で、前年度と比較すると、１９件（１１．４％）

増加した。

資格取得を名目とした、学習教材の販売や教室・講座への勧誘が上位を占めているが、前

年度と比較するとそれぞれ、９件（１９．１％）、１７件（３４．０％）減少した。

代わって、パソコンの普及にともなう、データ入力等の内職商法やソフト販売の文具・事

務用品が増加傾向にある。

また、ヤミ金融の被害拡大により融資サービスの相談も増加した。

⑤ ネガティブ・オプション

ネガティブ・オプション（送りつけ商法）に関する相談件数は５件で、前年度と比較する

と、７件（５８．４％）減少した。

過去５年間の状況をみると、横ばい傾向を示していたが、今年度は半分以下に減少した。

件数 電話勧誘販売の商品分類別件数（上位１０分類）

学 教 内 文 融 商 商 書 役 相
具 資 品 籍 談

習 室 職 ・ サ 相 品 ・ 務 そ
・ ・ 事 場 印 の

教 講 副 務 ビ ・ 一 刷 一 他
用 ス 金 物

材 座 業 品 商 般 般
法

件数 ネガティブ・オプションの商品分類別件数（上位４分類）

書 他 文 食
籍 の 具 器
・ 教 ・ ・
印 養 事 台
刷 娯 務 所
物 楽 用 用

品 品 品
－１２－



相談件数

１，４６７件

２０９件
(14.2％)

無(現金払い)
５６８件
(38.7％)

販売信用
(クレジット等)

(21.7％)３１８件

借金契約

(サラ金等)

３７２件
(25.4％)

不明・無関係

信用供与別

借金契約（サラ金等）の相談の割

合は、過去５年間で初めて２５％を

突破し、昨年度との比較でも１２３

件（４９．４％）増加した。

多重債務者やヤミ金融の増加が、

主な要因であった。

また、無（現金払い）の割合も若

干（２．３％）上昇した結果、相対

的に信用販売（クレジット等）と不

明・無関係の割合が下がった。

多重債務

多重債務を前年度と比較すると、件数は１６４件で前年度より１３件（８．６％）、

債務額の合計は約５億２千９８６万円で前年度より７千８６６万円（１７．４％）増加

した。

この内、２０代は件数で１８．９％、債務額で１４．４％を占めた。

多重債務年次推移 （金額＝単位：万円）

年 度
１０ １１ １２ １３ １４

区 分

多 重 債 務 受 付 件 数 98 件 118件 110件 151件 164件

（ う ち ２ ０ 代 ） ( 25 ) ( 26 ) ( 40 ) ( 35 ) ( 31 )

多 重 債 務 総 額 33,329 37,725 42,271 45,120 52,986

（ う ち ２ ０ 代 ） (7,541 ) (7,266 ) (10,266) (6,558 ) (7,625 )

１ 件 当 た り 多 重 債 務 額 340 320 384 298 323

（ う ち ２ ０ 代 ） ( 302 ) ( 279 ) ( 257 ) ( 187 ) ( 246 )

信用供与別件数

－１３－


